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一
　
はじめに
イギリスにおいて、二〇一〇〜二〇一一年に雇用審判所
（
E
m
ploym
ent T
ribunal, 以下ＥＴ）
に提起された差別に関す
る個別労働紛争の件数を見ると、①男女平等賃金
（
pay equality ）
が約三四六〇〇件、②性
（
sex ）
差別が約一八三〇〇
件、③障害
（
disability ）
差別が約七二〇〇件、④年齢
（
age ）
差別が約六八〇〇件、⑤人種
（
race ）
差別が約五〇〇〇
件、⑥宗教・哲学的信念
（
religion or philosophical beliefs ）
差別が約八八〇件、⑦性的指向（
sexual orientation ）が約
四三四
六四〇件となり、合計七万三四二〇件と、全申立の約二割を占めてい
る
）（
（
。通常は男女平等賃金および性差別が多いこ
とが当然予想されるところであるが、障害・年齢差別 比率が増加し ることは、イギリスにおける差別事件の変化を示しており注目される。
ところで、性差別を例にとると、通常、直接差別
（
direct discrim
ination ）
とは、比較対象者
（
com
parator ）
に比べて
不利益な処遇を受けており、そ が性を理由とするものであることを証明する必要があると理解されている。また、間接差別
（
indirect discrim
ination ）
とは、それ自体性中立的な基準等ではあるが、それを適用すると、一方の性に著し
い不利益を与えるもので、使用者がその合理 証明できないものと理解されている。
イギリスにおいても、従来、直接差別と間接差別との関係については、両者はまったく別の概念であり、互いに
排他的である
（
R （
on the application of E
） v G
overning B
ody of JF
S 〔
20（0 〕
IR
L
R
（36SC
）
とか、間接差別に関する規定は、
性を基礎とする要件もしくは条件の場合
（直接性差別）
には適用されない
（
Jam
es v E
astleigh B
orough C
ouncil 〔
（990 〕
IR
L
R
288H
L
）
などと判断されたように、両者は別個のものと理解されてきた。本稿は、わが国ではあまり問題とされ
るころのない直接差別と間接差別との関係を含めて、イギリス雇用法における差別概念を検討するものであ 。
二
　
イギリス雇用法における差別概念
イギリスにおいて、契約の自由を強調するコモンローは 契約や財産権を侵害するものでない限り、差別は合法で
あり、それ故、差別に対する国家干渉は契約自治
（
contract autonom
y ）
に対する侵害であると把握してきた
）2
（
。
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このため、雇用平等
（差別禁止）
法は、雇用契約への制定法による最大の干渉例であ
る
）3
（
。イギリス雇用法におけ
る差別禁止は、現在では、差別を禁止する従来の制定法を統合化、単一化および調和化させた二〇一〇年平等法（E
quality A
ct, 以下ＥＡ）
に規定されている。すなわち、同法は、一九七〇年男女同一賃金法
（
E
qual P
ay A
ct, 以下Ｅｑ
ＰＡ）
、一九七五年性差別禁止法
（
Sex D
iscrim
ination A
ct, 以下ＳＤＡ）
、一九七六年人種関係法
（
R
ace R
elations A
ct, 以
下ＲＲ
、一九九五年障害差別禁止法
（
D
isability D
iscrim
ination A
ct, 以下ＤＤＡ）
、二〇〇三年雇用平等
（性的指向）
規
則
（
E
m
ploym
ent E
quality （
Sexual O
rientation ）
R
egulations, 以下ＥＥＳＯＲ）
、二〇〇三年雇用平等
（宗教もしくは信念）
規
則
（
E
m
ploym
ent E
quality （
R
eligion or B
elief ）
R
egulations, 以下ＥＥＲＢＲ）
、二〇〇六年雇用平等
（年齢）
規則
（
E
m
ploym
ent 
E
quality （
A
ge ）
R
egulations, 以下ＥＥＡＲ）
の七つの法令を統合したものである。
なお、差別禁止制定法としては、雇用形態に関する二〇〇〇年パートタイム規則
（
P
art-tim
e W
orkers R
egulations, 以
下ＰＴＷＲ）
および二〇〇二年有期契約労働者規則
（
F
ixed-term
 W
orkers R
egulations, 以下ＦＴＷＲ）
が制定されているが、
両規則はＥＡに統合されていない。その理由としては、ＳＤＡ等の制定法が人的
（
person ）
差別を禁止するものであ
るのに対し、後者の両規則は「非典型労働」
（
atypical w
ork ）
としての職
（
job ）
に関する差別を対象としているこ
と
）（
（
、
あるいはＥＡが保護しようとしているのは、あくまで地位の平等
（
status eaulity ）
であり、経済的・社会的平等では
ないこ
と
）（
（
から、両者は法的性格を異にしており、かつ、それ以上に後者については契約の自由が一定程度妥当する雇
用問題で と考えることができるが、これは、雇用関係における差別とは何かを考察する上で不可欠な論点であろう
）6
（
。ところで、差別禁止法であるＥＡにおいて 「禁止された行為」
（
prohibited conduct ）
という包括的概念が導入さ
四三六
れ、その下に、①直接差別
（一三条）
、②間接差別
（一九条）
といった狭義の差別のほか、③ハラスメント
（
harassm
ent, 
二六条）
、④差別を申し立てたことを理由とする報復的取扱い
（
victim
ization, 二七条）
に分類されている
（ＥＡ第二部二
章）
。すなわち、イギリスにおける差別禁止とは、 「禁止される行為」の概念の一類型と考えられているのである。このほか、 「禁止される行為」には、合理的配慮をする必要がある場合を除き、採用段階における健康および障害
に関する質問の禁止が定められている
（ＥＡ六〇条）
。この規定が差別禁止法であるＥＡに設けられた理由は、このよ
うな質問を許容すること 差別の原因となり、差別を誘発・助長するため、これを防止するためのものとされてい
る
）（
（
が、ここでは、プライバシー保護と差別禁止との関係という、わが国ではほとんど議論されることがないテーマが提示されていて、興味深いところである。
このように、わが国とは異なり ハラスメント、差別申立を理由とする不利益取扱いや、障害差別における「合理
的調整」
（
reasonable adjustm
ent ）
義務違反を差別と把握する規定
（ＥＡ二一条二項）
等、イギリスにおいては、幅広い
体系において差別の除去を達成 こ を企図していることを窺うことができよう
）8
（
。
なお、セクシュアル・ハラスメントについては それが性差別と法的に構成できるか否かが問題となる。わが国
や大陸法系諸国の法制と異なり、人格権との概念を有しない英米法諸国では、ハラスメントを性差別概念で把握せざるを得ない面が否定できない。この点に関し 地方裁判所
（
C
ourt of Session ）
は、当時のＳＤＡ一条一項ａ号に言
う「性を理由とする不利益取扱い」との文言は、男性を取り扱わないような方法で女性を取り扱うことを含むものであるから、セクシュアル・ハラスメントは、女性であることを理由とする直接 に該当する 判断した
P
orcelil v 
Strathclyde C
ouncil 〔
（986 〕
IR
L
R
（3（ C
tSee
が注目される。しかし、その後、セクシュアル・ハラスメントにおいて、
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四三七
性が犠牲となっていなければならないところ、女性に対する不快な取扱いは、そのひとつの証拠に過ぎないものであり、それ自体が女性に対する直接差別を構成するものではないと批判する判決
（
M
acD
onald v A
dovocate G
eneral for 
Scotland 〔
2003 〕
IR
L
R
（（2 K
H
L
）
が登場する。もっとも、特定の性をターゲットとするセクシュアル・ハラスメントは、
直接性差別と考えるこ も可能であろうが、これは後のＳＤＡに性差別のひとつとして規定されることになる。
三
　
直接差別の概念
（一）概
　　　
論
イギリスにおいて、直接差別を差別的取扱い
（
disparate treatm
ent ）、間接差別を差別的効果
（
disparate im
pact ）
と呼
ぶことがある
）9
（
。
ところで、ＥＡ以前の直接差別の規定は、 「ＡがＢを他の者を取り扱い、もしくは取り扱うであろうよりも不利に
取り扱い、かつそれが保護される性質に基づいている場合、ＡはＢを差別 ものとする」
（
A
 discrim
inate against B
 
w
hen A
 treats B
 less favourably than he treats or w
ood treat another, and does so on prohibited ground ）
と規定されていた
が、ＥＡでは、 「ある者
（Ａ）
が、保護される性質を理由として、他の者
（Ｂ）
をその他の者よりも不利益に取り扱う、
または取り扱うであろう場合、ＡはＢを差別するものとする」 再定義されている
（
A
 person （
A
）
discrim
inate against 
another （
B
）, if because of a protected characteristic, A
 treats B
 less favourably than A
 treats or w
ood treat others ） （一三条一項）
。
四三八
（二）保護される性質
イギリスにおいて、差別的取扱い自体が当然に違法とされるものではなく、ＥＡに法定された「保護される性質」
（
protected characteristics ）
もしくは「差別要素」
（
strands of discrim
ination ）
を理由とする以下の九類型を理由とする不
利益取扱いのみがその対象となる
（ＥＡ四条、カッコ内は旧法の規定）
。
①
　
年齢
（ＥＥＡＲ三条）
②
　
障害
（
disability, ＤＤＡ一条）
③
　
性同一性障害
（
gender reassignm
ent, ＳＤＡ二Ａ条）
④
　
婚姻および同性婚
（
m
arriage and civil partnership, ＳＤＡ三条）
⑤
　
妊娠・出産
（
pregnancy and m
aternity, ＳＤＡ一八条）
⑥
　
人種
（ＲＲＡ一条）
⑦
　
宗教もしくはその他の信念
（ＥＥＲＢＲ二条一項）
⑧
　
性
（ＳＤＡ一条）
⑨
　
性的指向
（ＥＥＳＳＯＲ）二条一項）
たとえば、外見
（
appearance ）
は「保護される性質」に含まれないから、無精ひげの男性を、きれいに髭を剃った
男性より不利に扱うことは直接差別に該当しない
）（（
（
。もっとも、 後述するように、 シーク教徒のように、 髭の態様によっ
ては、 「人種」あるいは「宗教その他の信念」差別に該当する可能性は残されていよう。
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このように、憲法一四条により差別禁止対象が例示列挙され、かつ、公序違反という私法上の一般条項を有するわ
が国とは異なり、差別禁止事由が限定列挙とされているのがイギリス法の大きな特徴であり、この意味において、イギリス法における直接 とは、 「保護される性質」を理由として、他の者よりも不利益に取 扱うことを意味することになる。これは、 雇用差別をはじめとするイギリスの差別禁止法制が、 数々の裁判例を受けて個々 制定法によってモザイク状に形成されてきたことに根拠を求めることができよう。
ところで、 立法段階では、 以上の九種類のほか、 遺伝形質
（
genetic predisposition ）、 父性
（
paternity ）、 育児介護責任
（
care 
responsibilities ）、ウェールズ語使用者等の社会経済的弱者も差別禁止対象とされるべきであるとの議論もなされたが、
政府はこれらの提案を拒否した
）（（
（
。
もっとも、 「保護される性質」との概念を広く解釈すれば、その適用対象も拡大することになろう。たとえば、入
学希望者の母がユダヤ人でなければ らないと定めるユダヤ教学校の入学要
件
）（（
（
が人種のうちの民族的出自
（
ethnic 
origin ）
を理由とする差別に該当するかが問題となった前掲
R
（
on the application of E
）
v G
overning B
oard of JF
S
事件
において、最高裁
（
Suprem
e C
ourt, ＳＣ）
の多数意見、とりわけ
M
ance
裁判官は、特定の人から人種的継受すること
に焦点を当 る宗教メンバーテスト
（
religious m
em
bers test ）
は、人種に基づくテストであるとして、前述の入学要件
が人種を理由とす 差別に該当すると判断した。これを受けて、人種的な容貌
（
cast ）
も潜在的な「保護される性質」
とする見
解
）（（
（
が注目されるほか、 「個人の血統」
（
descent ）
は継受した人にかかっているから、血統という概念を人種的
理由に読み込むことは、血統を理由とする差別が現行の差別立法 よってカバーされ得るとする見
解
）（（
（
もあり、人種に
基づく外見も「 」を理由とする差別 構成することも十分に可能であろう。
四四〇
（三）各類型の特徴
以下では、類型ごとに直接差別の概念を検討していきたい。　
㈠
　
年
　　　
齢
年齢を理由とする直接差別においては、多様な年齢が存在するというその本質から、他の「保護される性質」と
は区別され、社会政策的考慮に基づき、適法な目的を達成する手段として比例的な方法
（
proportionate m
eans of 
achieving a legitim
ate aim
）、いわゆる比例原則
（
proportionality principles ）
に従っていれば、年齢差別は正当化され
る
（ＥＡ一三条二項）
。このような正当化抗弁は、障害差別を除き、他の直接差別における「保護される性質」につ
いては適用されないが、この場合にも、年齢に関するステレオタイプの推定は許されず、客観的な評価
（
objective 
assessm
ent ）
に基づくものでなければならない
）（（
（
のは当然であろう。
年齢差別をめぐっては、四九歳で剰員とされたことが年齢差別であるとされた
L
ondon B
orough of T
ow
er 
H
am
lets v W
ooster 〔
2009 〕
IR
L
R
980 E
A
T
 があるが、年齢差別において重要であるのは、定年制との関係であろう。
従来、イギリスでは、労働者が老齢年金の支給開始年齢である六五歳に達する六か月前までに通知をすれば、六五歳の「法定定年年齢」
（
default retirem
ent age ）
を設定することは 不公正解雇
（
unfair dism
issal ）
や年齢差別には該当し
ないとされていた。この法定定年年齢 ＥＵ 齢指令に違反するかが争点となった
R （
on the application of the N
ational 
C
ouncil on A
geing ）
v Secretary of State for B
usiness,E
nterprise and R
egulatory R
eform
〔
2009 〕
IR
L
R
3（3 E
C
J
では、
ＥＥＲＡＲ制定当時の状況から強制 年 齢は合法であるが、将来の状況が変化した場合には再検討される必要があ
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ると判断されている。これを受けて、二〇一一年一〇月からは、強制退職年齢は廃止され、強制的定年は、現在では違法とされている
）（（
（
。
この他、年齢との関係では、従業員の忠誠心、意欲、経験を高めるため、勤続期間五年以上の者に対し、付加的給
付をすることは年齢差別に該当しないと解され いる
）（（
（
。
　
㈡
　
障害差別
ＥＡでは、障害者差別との用語を用いておらず、 「障害に関連する差別」
（
discrim
ination related disability ）
との条文
見出しとなっている
（一五条一項）
。したがって、同条は、障害を起因する事由を理由として、不利益な取扱いをする
ことを禁止しているのである。この意味では、障害差別 するのが妥当であろう。「障害」とは、 身体的もしくは精神的な機能障害
（
a physical or m
ental im
pairm
ent ）
を有し、 かつ、 当該機能障害により、
通常の日常活動を遂行する能力に実質的かつ長期間にわたり、悪影響 ことをいう
（ＥＡ六条一項）
。長期
間とは、一二か月以上にわた 、もしくは一二か月以上 ると予測されるもの、あるいは今後の生涯に残存すると予想されるものと解されている
（ＥＡ附則一第二条第一項
）（（
（
）。
障害には、ＤＤＡにより従来障害とされていた癌、多発性硬化症
（
m
ultiple sclerosis ）、失明もしくは部分的視覚障
害等については、 「推定的障害」
（
deem
ed disabilities ）
に該当するものとされている
（ＥＡ附則一第七条）
。このほか筋
ディストロフィー
（
m
uscular dystrophy ）、ＨＩＶ感染のような疾病およびがん検診
（
diagnosis of cancer ）
が含まれる
）（（
（
の
に対し、アルコール・ニコチン中毒、薬物中毒あるいは放火・窃盗癖、他人への身体的・精神的虐待、露出狂、覗き趣味および花粉症のような季節アレルギー性鼻炎は含まれない
（二〇一〇年平等法（障害）規則（
E
quality A
ct 20（0
四四二
（
D
isability ）
R
egulations ）三条一項、四条一項・二項）
。また、障害差別は、現在の障害だけではなく、過去に障害を負っ
た者にも適用される
（同条四項）
。
ところで、障害差別については、障害であることを知らず、もしくは知ることが期待できない場合には、差別は成
立しない
（ＥＡ一五条二項）
。この点については、前述したとおり、障害差別は、障害そのものを理由とする差別を禁
止するものではなく、障害から生じることを理由として、不利益に取り扱うことを禁止しているからと説明されている
）（（
（
。直接差別が成立しない第二の抗弁は、不利益な取扱いをすることが、適法な目的を達成するための均衡のとれた
（
proportionaly ）
方法であること、 すなわち比例原則を証明できる場合には、 障害差別は成立しない
（ＥＡ一五条一項ｂ号）
。
これは、前述したように、障害の態様や程度が多様だからである。なお、障害に関しては、健常者よりも有利に扱うことは差別に該当 ない
（ＥＡ一三条三項）
から、障害差別は、片面的効力しか有しないことになる。なお、障害に関
しては、直接差別と障害関連差別
（
disability-related discrim
ination ）
が存在す
る
）（（
（
。関連差別とは、後述するとおり障害
の子がいることを理由 してその母親である労働者を差別するような場合である。
障害差別をめぐっては、広範囲の地域を担当する販売マネージャーがストレスを発症して解雇され、私傷病休業期
間中の神経症と深酒のどちらが原因と ったかが問題となったが、ＥＡＴは、障害発症の原因は無関係であり、法所定の機能障害があるか否かが問題とされるべきとされた
P
ow
er v P
anasonic U
K
 ltd 〔
2003 〕
IR
L
R
（（（ E
A
T
や、皮膚
病を罹患した倉庫労働者が安全靴を着用できない状態になり、使用者が他の利用可能な安全靴を探すことができなかったために解雇された
F
arm
iloe v L
ane G
roup plc 〔
200（ 〕
A
IIE
R （
D
）
08 （
M
ar. ）では、健康安全立法は障害差別禁
四四三
イギリス雇用関係における差別概念（山田）
止に優先すると判断されている。
ところで近年、 「障害」をどのように理解するかについて、 いわゆる「医学モデル」
（
m
edical m
odel ）
から「社会モデル」
（
social m
odel ）
への転換の必要性が主張されて久しい。前者は障害を日常生活を遂行する能力に一定の条件もしくは
制限が課されている状態
（機能障害＝
im
painm
ent ）
と把握し、それは個人レベルで解決されるべきものとみる見解で
ある。これに対し、後者は障害 は社会が生み出したものであるから、社会自身が解消すべきものと理解するものである。勿論、差別禁止法は後者の立場を採用すべきものであるが、ＥＡでは「医学モデル」が維持されていることは明らかで
）（（
（
。
　
㈢
　
性同一性障害
ＥＡにおいて、性同一性障害差別の禁止は、性転換者
（
transsexual person ）
に対する保護
（一六条）
であるが、 「性
転換者」とは、性の生理学的その他の性質を変更し、自己の性を再適合させる目的で、一定の措置
（または措置の一部）
の実行を計画し、実行中であり、又は実行した者と定義される
（ＥＡ七条一項）
ほか、医者の診断は不要とされてい
る
）（（
（
。具体的には、性転換者の性同一性障害を理由とする欠勤について、疾病または負傷を 由とする欠勤、または欠
勤理由が他にあり、これについて不利益に取り扱われるこ が合理的ではない場合には、性同一性障害を理由とする差別とされる
（ＥＡ一六条二項）
。ここでいう「欠勤理由が性同一性障害である場合」とは、ＥＡ七条一項にいう「処
置」
（または処置の一部）
の実行を計画し、実行中であり、又は実行したことを理由とする場合」をいう
（一六条三項）
。
ところで、同一性障害という用語に対しては、
gender identity
に改正すべきであるという立法過程での議論が、
政府により否定されてい
）（（
（
が、むしろ「性不適合」との用語が採用されるべきであろう。
四四四
　
㈣
　
婚姻および同性婚
ここで保護されるのは、婚姻上の地位であるが、これには同性婚も含まれる
（ＥＡ八条）
。これは、片面的効力を有
しており、未婚者、母子・父子家庭、離婚者、内縁関係は、保護されない
）（（
（
。
なお、ＥＡ以前の裁判例
（
B
ick R
oyal W
est of E
ngland R
esidential School for the D
eaf 〔
（9（6 〕
IR
L
R
326IT
）
において、婚
姻の前日に解雇されたことは婚姻上の地位を理由とするものではないと判断されているが、これは明らかに文言の限定解釈として不当なものであろう
）（（
（
。
　
㈤
　
妊娠・出産
ところで、 「保護される性質」に妊娠・出産差別が含まれることは前述したが、妊娠出産差別が女性に対する直接
差別を構成するか否かが問題と る。比較対象者である男性は妊娠・出産することはあり得ず、したがって比較対象者が存在しないから、従来の直接差別の概念を前提とすれば、妊娠・出産差別を女性に対する直接差別と構成することは困難だからであ
（
T
urley v A
lders D
epartm
ent Stores L
td 〔
（980 〕
IC
R
66, E
A
T
）。もっとも、妊娠・出産したこと
を理由 する は、ある意味で、最も女性差別的な性格を保有していることも否定できない。このため、
H
ays v 
M
alleable W
M
C （
U
K
）
L
td 〔
（98（ 〕
IC
R
（03E
A
T
において、妊娠女性はすべての男性と比較し得ることを根拠として、
妊娠差別が女性差別であると判断されたが 同判決は、妊娠は病気とは異な ものであること、妊娠は病気と異なり計画可能であるとの批判を受けることとなった。
そして、この問題に関し、貴族院
（
H
ouse of L
ords., 以下ＨＬ）
から先行判決
（
prelm
inaly rulings ）
を求められた欧州
司法裁判所
（
E
uropean C
ourt of Justice., 以下ＥＣＪ）
は、比較対象としての男性は不要であり、妊娠を理由とするこ
四四五
イギリス雇用関係における差別概念（山田）
と自体
（
per se ）
が性差別に該当すると判断した
（
W
ebb v E
M
O
 A
ir C
argo （
U
K
）
L
td 〔
（99（ 〕
IR
L
R
6（（E
C
J ）。これを受け
て、妊娠差別を直接性差別とする規定は、二〇〇五年雇用平等
（性差別）
規則
（
E
m
ploym
ent E
qual （
Sex D
iscrim
ination ）
R
egulations ）
により明文化されていたが、現在では、ＥＡ一七条に継受されている。
障害差別と同様に、妊娠および出産に関する女性に対する特別取扱いは、男性に対する差別を構成しないという片
面的差別禁止規定となっている
（ＥＡ一三条四項ｂ号）
。また、妊娠もしくは出産を理由として、女性を不利に取り扱
う場合に直接差別が生じる
（ＥＡ一八条二項）
ところ、前述したように、比較対象者の存在は不要である。
なお、 「妊娠・出産」には、①妊娠していること、②妊娠に関連する疾病に罹患していること、③強制的妊娠休暇
中であること、④付加的な出産休暇を取得しもしくは取得しようとすることが含まれる。立法段階では、育児休業を取得したことも、妊娠・出産差別に含まれるべきとの議論があったが、育児の対象年齢を一六歳まで拡大したこと等を理由と て、政府はこの提案を拒否している
）（（
（
。
　
㈥
　
人
　　　
種
一九六四年のアメリカ公民権法
（
C
ivil R
ights A
ct ）
の制定や、大英帝国という歴史的経緯から、人権はイギリスで
初めて禁止された差別類型である
（一九六六年ＲＲＡ）
。
ＥＡにおいて差別を禁止される「人種」には、①皮膚の色、②国籍、③民族または出自
（
ethnic or national origin ）
が含まれる
（九条一項）
ところ、人種グループには、二以上の異なった人種グループも含まれる
（ＥＡ九条四項）
。問題
は、南アジアにおいて伝統的なカースト
（
caste ）
制度が「人種を理由とする差別」に該当するか否かであるが、結論
には至らず、現在では、国務大臣が、①カーストを人種の一種として、本条を適用すること、あるいはカーストに対
四四六
する例外を求めるようＥＡを修正する権限を国務大臣に付与しているにすぎない
（九条五項）
。なお、ラストファリア
ンについては未だに「長期の歴史」
（
a long period history ）
を有していないとして「人種」には該当しないとされてい
る
（
D
aw
kins v D
epartm
ent of the E
nvirom
ent 〔
（993 〕
IR
L
R
28（C
A
）。
また、人種差別には、異なった人種に属する者と婚姻したことを理由とする差別のように、他の人種との関連を有
する関連差別
（
associated discrim
ination ）
も含まれ
る
）（（
（
。さらに、かつて人種隔離が多発した経験から、人種差別におけ
る不利益取扱いには、他の者から分離・隔離する分離差別
（
segregation discrim
ination ）
も含まれる
（ＥＡ一三条五項）
。
これは、他の「保護される性質」にはない差別概念であるが、分離差別と評価されるためには、使用者が異なった人種を分離する方針を採用していること、もしくは使用者の故意の行為が存在することを証明しなければならないものとされている。
P
el L
td v M
odgill 〔
（980 〕
IR
L
R
（（2E
A
T
において、ＥＡＴは、分離されたアジア人のみが塗装現場に雇用されたと
の事実のみから差別が生じたとするＥＴの決定を破棄し、この状況は、使用者の意図から生じるものではなく、塗装現場で労働しているアジア人被用者の行為から生じると判断してい 。また、シーク教徒の生徒がターバンを外 、長髪を切らない限り、 私立学校への入学が許可 ないとされた
M
andla v D
ow
ell L
ee 〔
（983 〕
IR
L
R
209H
L
において、
ＨＬは、 「人種」は文化や歴史的文脈において幅広く解釈されるべきであり、シーク教徒は人種グループであり、ターバンを禁止することは直接差別であると判断して 。
また、特定の人種に関連する職務であるから、アフロ・アフリカ人やアジア人の応募者を採用しなかったことが、
差別の正当化事由に該当しないと判断された
L
am
beth L
ondon B
orough C
ouncil v C
om
m
ission for R
acial E
quality
四四七
イギリス雇用関係における差別概念（山田）
〔
（990 〕
IR
L
R
23（C
A
アフロ・アフリカンの介護をする施設において、特定の人種グループ向けの福祉サービスとして、
不利益取り扱いが正当化される真正職業資格が肯定された
T
ottenham
 G
reen U
nder F
ives ’ C
entre v M
arshall （
N
o. 2 ）
〔
（99（ 〕
IR
L
R
（62 E
A
T
 がある。
　
㈦
　
宗教もしくは哲学的信念
宗教
（
religion ）
もしくは哲学的信念
（
philosohical beliefs ）
を理由とする差別の禁止は、これらの宗教やその他の信念
等を有しないことも含み（一〇条一項） 、信念（
belief ）とは、宗教もしくは哲学的信念を意味する
（同条二項）
。
宗教には、バハーイ教
（
B
a-ha ’I faith ）、仏教、キリスト教、ヒンズー教、イスラム教、ジャイナ教
（
Jainism
）、ユダ
ヤ教、ラスタファリア思想
（
R
astafarianism
）、シーク教徒、ゾロアスター教が含まれるとされてい
る
）（（
（
。宗教の定義を
めぐっては、いわゆるカルトが保護される対象となるか否かが争点となったが、カルトを正確に定義することが困難であること等を理由として、立法化は見送られるこ になった
）（（
（
。
次に、 「哲学的信念」 該当するためには、①真正に保有されているものであること、②現在入手可能な情報に基
づくもの り、単なる見解や意見ではないこと、③人生および人間的行為の重要かつ実質的な観点に関する信念であること、④一定レベルの適切さ、真摯性、結合および重要性
（
cogency, seriousness, cohesion and im
portance ）
を
有するものでなければならないこと、⑤民主社会において尊敬に値するものであること、⑥人間の尊厳に相当するものであり、他人の基本的権利に抵触するものでは が必要とされており
（
G
rainger pic L
td v N
icholson 〔
20（0 〕
IR
L
R
（0（E
A
T
）、気候変動の壊滅的結果を回避するためには、二酸化炭素をカットすることが不可欠であるとの考え方
が、哲学的信念に該当する 判断されている。この点で、ヒューマニズム、無神論
（
atheism
）、菜食主義
（
veganism
）
四四八
は哲学的信念に該当する可能性があるが、特定の人種グループの優越性を強調する思想
（レイシズム）
や表現
（ヘイト
スピーチ）
は、上記⑤および⑥の基準に反するものであろう。
裁判例を概観すると、敬虔なクリスチャンである市役所の婚姻届受理担当者が自己の信念に反するとして、男性
の同性婚の登録を拒否したため解雇されたこと 宗教的差別に該当しないとされた
L
adele v L
ondon B
orough of 
Islington 〔
20（0 〕
IR
L
R
2（（C
A
、カトリックでないことを理由として、ローマカトリック教会の学校に採用されなかっ
た
G
lasgow
 C
ity  C
ouncil v M
cN
ab 〔
200（ 〕
IR
L
R
（（6E
A
T
では、同学校は「信教学校」
（
faith school ）
であるところ、
教員がそのような信念を有している必要はないとして、直接差別の成立が肯定されている。
また、宗教差別では、ドレスコードが問題となることが少なくない。まず、ムスリム女性である小学校補助教員
がフルフェースのベールを着用することを禁止するドレスコードが宗教的差別に該当すると申し立てられた
A
zm
i v 
K
irklees M
etropolitan B
orough C
ouncil 〔
200（ 〕
IR
L
R
（8（E
A
T
では、自己の宗教にかかわらず、すべての女性教員が
ドレスコードに従っているから直接差別にも該当せず、また本件ドレスコードは、児童が教員の顔を見ながら授業を受けるという適法かつ比例的な目的 有しかつ不可欠なものであるから、間接差別も成立しないとされた。このほか、クリスチャンであることを示すために、制服 十字架 つけることを禁止するドレスコードが、ターバンの着用を許容されてい シーク教徒に比べて不利に取り扱われていると主張された
E
w
eida v B
ritish A
irw
ays pic 〔
20（0 〕
IR
L
R
322C
A
において、シーク教徒の場合には教義上の要件であるのに対し、クリスチャンの場合にはそうではない
から、両者を比較することはできず、宗教差別には該当しないと判断された
）（（
（
。
　
㈧
　
性
四四九
イギリス雇用関係における差別概念（山田）
ＳＤＡにおいては、女性に対する直接・間接差別が禁止されていた
（一条）
が、ＥＡは、両方の性に対する差別を
禁止している。なお、性差別において、女性が授乳中であることを理由とする不利益取扱いも含まれる
（ＥＡ一三条
六項ａ号）
ほか、男性については、妊娠・出産についての保護は与えられない
（同項ｂ号）
。
長髪でポニーテールを結んでいた食堂の男性従業員がドレスコード違反を理由として解雇されたが、これは伝統的
に男女で区別されるものであり、伝統的外観
（
traditional outlook ）
を保持するドレスコードは、直接差別に該当しない
と判断されている
（
Sm
ith v Safew
ays pic 〔
（996 〕
IR
L
R
（（6C
A
）。
なお、ＥＡにおける性差別規定については、ネオ・リベラリズムに基づくものであるとして、フェミニズムの立場
からの批判が存する
）（（
（
。
　
㈨
　
性的指向
従来イギリス法において、性的指向を理由とする差別という概念が存在しなかったため、これはＳＤＡの性差別と
して運用されてきた。すなわち、性的指向は「性を理由とする」
（
on the ground of sex ）
ものと解釈されてきたのであ
る。
性的指向に対する保護には、異性や同性に対する指向を含む。同性愛
（
gay and lesbian ）、異性愛
（
heterosexual ）
お
よび両性愛
（
bisexual ）
が含まれるが、性的指向を表明したことや、その外見を理由とする差別からも保護される
）（（
（
。
裁判所では、男性同性愛者ではないことを知りながら、集団的に嘲笑されたことが直接差別とされた
E
nglish v 
T
hom
as Sanderson B
linds L
td 〔
2009 〕
IR
L
R
206C
A
がある。
四五〇
（四）比較対象者の確定
直接差別とは、ある「保護される性質」を有する者が、それを有しない者よりも不利益に取り扱われること意味す
るから、直接差別においては、比較対象者の特定が重要な課題となる。ところで、比較対象者の選定は、女性→男性、障害者→健常者
（
able–bodied person ）
のように、通常は容易な作業と考えられるが、実はそう単純ではない。比較対
象者の認定については、 「各ケースに関連する状況 間で実質的 差異があってはならない」
（
com
parison w
ith persons 
w
hose circum
stances are the sam
e as or not m
aterially different from
 those of the com
plaint, ＥＡ二三条一項）
と規定されており、
これは厳格に解されなければならないからである。
たとえば、男性同性愛者の比較対象者は、異性愛の男性ではなく、女性の同性愛者である
（
Sm
ith v G
ardner 
M
erchant 〔
（998 〕
IR
L
R
（（0C
A
）
し、また、ＥＡ二三条の規定と同様に、比較対象者は同一の性格を有していなければな
らないとされた
Sham
oon v C
hief C
onstable of the R
oyal U
lster C
onstabulary 〔
2003 〕
IR
L
R
28（H
L
において、ＨＬは、
女性警察事務官の比較対象者は、申立人女性と同一の職務を行っている男性事務官ではなく、申立をすでに受領している者と同一の職務を行っている者と判断している。こ ように、同一の状況にある真の比較対象者を確定す こは困難な面が少 くないが、実際には、 「証拠」比較対象者
（
evidential com
parator ）
が用いられる
）（（
（
。
診療所に雇用される歯科医であるスリランカ出身女性であることを理由として、ブリングやハラスメントを被った
と申し立てられた
H
ew
age v G
ram
pian H
ealth B
oard 〔
20（2 〕
IR
L
R
（9（SC
）において、ＳＣは、同病院に雇用される
二人の白人男性を比較対象者として認め 差別を認定した。
四五一
イギリス雇用関係における差別概念（山田）
次に、インド国籍の者はイギリス国内で労働する資格証明書を提出するよう、使用者から要求されたが、ＥＵ圏内
の者はそれを要求されなかった
D
hatt v M
cD
onalds H
am
burgers L
td 〔
（99（ 〕
IR
L
R
（30C
A
において、ＥＡＴは、申立
人と比較されるべき他のすべての国籍保有者は、労働許可証か、あるいは無期限の滞在許可証の提出を求められていたから、申立人は不利益に取り扱われていないと判決した。しかし 国籍を関連する理由として取り扱う際に、このように狭く解釈することは、土着の国籍
（
indigenous nationality ）
との比較を妨げる効果を有するとの批判がある
）（（
（
。
このほか、交際中の女性が他の男性と交際するようになったため、使用者の男性がこれに嫉妬して当該女性を解雇
したところ、これは女性であることを理由とし 解雇されたものと主張された
A
 v B 〔
200（ 〕
IR
L
R
（（6E
A
T
において、
ＥＡＴは、比較対象者 同様の状況にある男性であるところ、男性秘書と関係を有する同性愛の男性であっても、同様に男性秘書は解雇されたであろうとから、解雇の理由は、申立人が女性であるからでなく、 的 係の破綻を理由として解雇され ものであり、女性に対する差別に該当しない 判断された。
なお、比較対象者については、状況が実質的に同一であれば、現実もしくは仮定的
（
real or hypothetical ）
なもので
かまわない
（
M
adden v P
feferred T
echnical G
roup C
H
A
 L
td 〔
200（ 〕
IR
L
R
（6
では申立人のクローン（
clone ）でなくともよいと
表現されている）
し、前述したように、妊娠・出産については、そもそも比較対象者の選定は不要である。
（五）不利益取扱い
次に、不利益取扱い
（
detrim
ent ）
とは、何を意味するのであろうか。この点に関し、ＨＬは、合理的な労働者が労
働している状況において、不利益を受けていると考えたならば 「不利益取扱い」に該当 るとし 、主観説を採用
四五二
している
（
C
hief C
onstable of W
est Y
orkshire P
olice v K
han 〔
200（ 〕
IR
L
R
830H
L
および
Shm
oon v C
hief C
onstable of the R
oyal 
U
lster C
onstabulary 〔
2003 〕
IR
L
R
28（H
L
）。ここで重要であるのは、差別的理由は、唯一あるいは主たる理由である必要
はないが、重要な要素でなければならないことである
（
O
w
en and B
riggs v Jam
es 〔
（982 〕
IR
L
R
（02C
A
）。そして、不利益
を被って ることを証明するのは、申立人であり、審判所は、なぜ不利益を被っているかを考察しなければならないが、妊娠・出産については、不利益取扱いテスト
（
unfavourable treatm
ent test ）
が採用されている
（ＥＡ一八条二項）
。
当該取扱いの理由を確定するオーソドックスなテストは、特定の「保護される性質」
（性、年齢、人種等）
がなかっ
たら
（
but for ）、不利益取扱いが生じたかどうかを審査することである。この
but for テストは、労働事件ではないが、
六〇歳以上の女性にプールの無料開放する一方で、 六五歳ま 年金支給開始年齢に到達していないことを理由として、六五歳未満の男性には全額有料としていたことから、申立人男性がこれを年齢差別と訴えた前掲
Jam
es v E
astleigh 
B
orough C
ouncil において、ＨＬで承認されたものである。ＨＬは、年金の支給開始年齢は無関係であるとし、原告
はその性がなければ
（
but for his sex ）
六〇歳と六五歳との間の男性はプールにアクセスするために料金を支払う必要
はないであろうことを理由として、直接差別に該当すると判決した。この
but for テストにおいては、問題はその性
がなかったら
（
but her sex ）
異なって取り扱われたであろうか否かであり、異なった取扱いの動機
（
m
otive ）
は無関係
である
（
R
 v B
irm
ingham
 C
ity C
ouncil,ex parte, E
qual O
pportunities C
om
m
sission 〔
（989 〕
IR
L
R
（（3H
L
）。
しかし、 この点に関する裁判例は変化しており、 現在では、 ＨＬおよびＳＣは、 行為者の認識や潜在意識
（
subconscious ）
の理由を考察する「理由テスト」
（
reason w
hy test ）
を援用するに至っている
（
R
 v G
overing B
ody of Jew
s F
ree School 
and the A
dm
ission A
ppeal P
anel 〔
20（0 〕
IR
L
R
（36SC
）。問題は、 「理由として」
（
because of ）
との文言が、差別の認識
四五三
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（
conscious m
otivation ）
や故意
（
intention ）
を必要とするか否かである。この点に関し、もし
im
port a causation
もしく
は
but for
テストが採用されなければ、 「理由として」とは、
“on grounds of ”と同義であると判断されている
（
A
hm
ed 
v A
m
nesty International 〔
2009 〕
IR
L
R
88（E
A
T
における
U
nderhill 審判官の判示）
。
（六）使用者の差別意図の存否
わが国では、直接差別の成立について、 「女性であること」を理由とすることが必要である
（労働基準法四条）
から、
使用者の差別意図の存在が必要とされることが少なくない。これに対し、イギリスにおける一連の裁判例において、直接差別とは、比較対象者
（
com
parator ）
に比べて不利益に取り扱うことを意味するものであるから、差別における
使用者の動機、意図、方針理由
（
policy reasons ）
あるいは基準
（
criteria ）
は無関係としてきた
）（（
（
。
以上のように、直接差別の成立において、使用者の動機は無関係であり、必要であるのは、特定の「保護され 性
質」を有することを理由として、不利益取扱いが存在したという客観的 事実である
）（（
（
。
女性患者に対応する時 は、男性看護師は付き添いがいなければならないのに対し、女性看護師にはその必
要がないとされてきたことは、性差別に該当すると主張された
M
oyhing  v B
arts &
 L
ondon N
H
S T
rust 〔
2006 〕
IR
L
R
860E
A
T
において、
Ｅ
ＡＴは、女性患者に暴行したり、女性患者による誤った非難を受けることを回避すると
いう不利益取扱 に十分な理由
（
good reason ）
があったとしても、これはなお性差別に該当すると判断している。
同様に、スーダン人女性であることを理由として、スーダン調査に従事するポストに採用することが拒否された
A
m
m
esty International P
IC
 v A
hm
ed 〔
2009 〕
IR
L
R
（98E
A
T
において、たとえそれが、偏見の可能な外見を回避す
四五四
ること、およびスーダンを訪問したときの調査員自身の安全という十分な動機
（
good m
otives ）
があったとしても、違
法な人種差別であると判決された。
（七）その他の直接差別
直接差別は、 狭義の直接差別
（ＥＡ一三条一項）
のほかに、 結合差別
（
com
bined discrim
ination ）、 関連・誤認差別
（
associative 
and perceptive discrim
ination, 以上一四条）
に類型化される。このうち、 関連差別および誤認差別については、 特定の「保
護される性質」を有する必要がある。
　
㈠
　
結合差別
「結合差別」とは、ＥＡにおいて初めて導入された概念であり、二つの「保護される性質」が重複する直接差別をいう
（ＥＡ一四条一項）
。
従来イギリスでは、 複数の 「保護される性質」 に該当する直接差別を申し立てる場合には、 「保護される性質」 につき、
個別的に差別の成立を証明す 必要があった
（
B
ahl v T
he L
aw
 Society 〔
200（ 〕
IR
L
R
（99C
A
）
が、この規定によれば、各々
の「保護される性質」に関して、直接差別を構成してい を個別に立証する必要はなくなった
（同条三項）
。
なお、結合差別が対象とする「保護される性質」については、妊娠・出産および婚姻・同性婚は除外されている
（一四
条二項）
。
　
㈡
　
関連差別
関連差別
（
associative discrim
ination ）
とは、当該保護される性質を有する他の者に「関連
（
associate ）」していること
四五五
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を理由として、他の者より不利益に取り扱われることである。たとえば、障害を有する子供のために介護休業を取得したことを理由とする母親である女性労働者に対する不利益取扱いのケースである
（
C
olem
an v A
ttridge L
aw
〔
2008 〕
IR
L
R
（22 E
C
J ）。この概念は、障害者差別の事案である
E
B
R
 A
ttridge L
aw
 L
L
P
 v C
olem
an （
N
o. 2 ）
で提示されたもの
であり、結合差別のように 明文規定は存しないが、ＥＡ一三条から明確に導かれるものと理解されてい
る
）（（
（
。なお、
妊娠・出産および婚姻・同性婚を理由とする差別には、関連差別は適用されないのは、結合差別と同様である。
　
㈢
　
誤信差別
次に、たとえば同性愛者であると誤信されて不利益を受けた前掲
E
nglish v T
hom
as Sanders
事件や、アフリカ語
系氏名であるため、黒人と誤信して不採用 したような誤認差別
（
perceptive discrim
ination ）
がある。ＥＡ二四条一項
は、第一三条一項に基づく本条違反を立証するために、申立人が「保護される性質」を有しているか否かは問題 ならないと規定する。
なお、除外される「保護される性質」は、結合差別および関連差別と同一である。
四
　
間接差別の概念
（一）概
　　　
論
イギリスにおいて、間接差別概念を初めて導入し 制定法がＳＤＡ ことは周知の事実であるが、同規定は、
アメリカ連邦最高裁におけるグリッグス判決
（
G
riggs v. D
uke P
ow
er （0（U
S（2（ （
（9（（ ）
3F
ed（（ ）
の影響を受けたものであ
四五六
る。
同判決を受けて、当初ＳＤＡは、間接差別を「男性に適用され、もしくは男性に適用されるであろう要件もしくは
条件が等しく女性に適用されるけれども、これらの要件等に従うことのできる女性の比率が、それに従うことのできる男性の比率よりも著しく低く、女性がそれに従うことができないこと、およびそれらが適用される者の性にかかわりなく正当化されないことを理由として、女性 とって不利益に るもの」
（
a requirem
ent or condition w
as applied 
to a w
om
an w
hich w
as, or w
ould be, equally applied to a m
an but w
hich w
as such that the proportion of w
om
en w
ho could 
com
ply w
ith it w
as considerably sm
aller than the proportion of m
en w
ho could com
ply w
ith it and w
hich could not be justified 
irrespective of the sex of the person to w
hom
 it w
as applied ）
と定義していた
（ＳＤＡ一条二項ｂ号）
。
以上の規定は、現行ＥＡでは、 「ある者（Ａ）が他の者（Ｂ）に対し、関連する保護される性質に関連 て差
別的である規定、基準もしくは慣行をＡがＢに適用する場合 ＡはＢを差別するもの」
（
A
 person （
A
） discrim
inates 
against another （
B
）
if A
 applies to B
 a provison, criterion or practice w
hich is discrim
inatory in relation to a relevant protected 
characteristic of B
’s,  ＥＡ一九条一項）
であり、かつ、 「Ａが適法な目的を達成するための比例的手段であることを証明
できない場合」
（
A
 cannot show
 it to be a proportionate m
eans of achieving a legitim
ate aim
. 同条二項ｄ号）
に間接差別は成
立すると規定する。
すなわち、 間接差別とは、 一見中立的な規定ではあるが、 ある規定
（
provision ）、 基準
（
criterion ）
もしくは慣行
（
practice ）
（以下、ＰＣＰ）
を適用とすると、特定の集団
（ 「保護される性質」に含まれる者）
に差別的効果
（
disparate im
pact ）
を与え
るものである。旧規定の「著しく不利益」
（
a considerably sm
aller proportion ）
との文言が削除されたのは、直接的には、
四五七
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ＥＵの人種平等指令
（
R
ace E
quality D
irective （
N
o,2000/（3 ） ）
を受けての修正ではあるが、特定集団の不利益性を証明す
るための統計を収集することがきわめて困難であることが主たる理由とされている
）（（
（
。
ところで、間接差別は、より実質的な結果の平等を志向する形式的平等を超えようとするものである。前掲
R （
on 
the application of E
）
v G
overing B
ody of JF
S
において、
B
arouness M
ule
裁判官は、直接差別が形式的平等取扱い
（
form
al equality of treatm
ent ）
を対象とするものであるのに対し、間接差別は、結果の平等
（
equality results ）
を目指す
ものと指摘してい 。そ 背後にある考え方は、一見すると、性、人種、年齢等に中立的に見える制度が、隠された差別的結果
（
hidden discrim
inatory consequences ）
を認識するものであ
る
）（（
（
。したがって、間接性差別概念を導入する立
法目的は、女性に不利な効果を有し、かつ他の理由で正当化されない慣行を解消しようとするもの
（
C
lark v E
ley （
IM
I ）
K
ynoch L
td 〔
（982 〕
IR
L
R
（82E
A
T
）
であるのは明白であろう。
以上のように、ＳＤＡにおいて間接差別が規定されていたが、それ以前に制定された男女同一賃金法
（
E
qual P
ay 
A
ct ）
には、間接差別の規定はおかれていない。したがって、イギリスの男女間賃金差別において、間接差別が成立
するか否かが問題となる。
この問題への解答は、ほとんど男性 より構成され、週四〇時間以上労働するフルタイマーのほうが、すべて女性
から構成されるパートタイマーよりも高い賃金が支給されていた
Jenkins v K
ingsgate （
C
lothing P
roduction ）
で解答さ
れている。同事件において、ＥＣＪは、家族的責任を理由とし 、女性はフルタイムのべースで労働することが困難であるから、本件のような基準は、それが適法な目的を達成するために比例的なも でない限り、女性に対する間接差別に該当すると判決した。同様に 一七歳から二八歳までとする採用基準が女性 対する間接差別に該当するとさ
四五八
れた
P
rice v C
ivil Service C
om
m
ission （
N
o. 2 ） 〔
（9（8 〕
IR
L
R
3IT
においても、これらの世代の女性の多くが育児責任
を負っていることがその根拠とされている。
次に、すべての者に適用される規定等は直接差別とはならない一方で、それが特定の「保護された性質」に属する
グループに不利なものであれば、間接差別が成立することになるが、間接差別においても、どのような「保護される性質」が対象となるかが問題 なる。従来、障害および性同一性障害を理由とする間接差別は存在しなかったが、その理由は、個人ご に状態 異なり、不利益性の認定が困難である障害者に対し、集団的に把握する間接差別を障害に適用することは適当ではないというものであった
）（（
（
。
ところで、間接差別における「保護される性質」には、①年齢、②障害、③性同一性障害、④婚姻および同性婚、
⑤人種、⑥宗教もしくは信念、⑦性、⑧性的指向 八項目が列挙されてい
（ＥＡ一九条三項）
ように、直接差別と異
なり、妊娠・出産は含まれていないが、そ は、女性に対する差別 して申 が可能 いう理由に基づくものである
）（（
（
。間接差別については、①規定、基準もしくは慣行
（ＰＣＰ）
が適用されること、②特定のグループの不利益と、そ
れに属す 申立人の不利益が存すること、③使用者が上記基準等を適用 ことが比例的
（
proportionally ）
であるこ
とを証明できないことである。
以下、検討していきたい。
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（二）間接差別成立の要件
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ＰＣＰとは何か
ＰＣＰについては、従来、人種や性差別を申し立てる場合には、要件もしくは条件
（
a requirem
ent or condition ）
を特定しなければならなかったが、二〇〇一年性差別
（間接差別および立証責任）
規則
（
Sex D
iscrim
ination （
Indirect 
D
iscrim
ination and B
urden of P
roof ）R
egulation ）
および二〇〇三年人種関係法
（修正）
規則
（
R
ace R
elations A
ct （
A
m
endm
ent ）
R
egulations ）
により変更され、現在ではＥＡにＰＣＰが規定されるに至っている。
ＰＣＰとは、公式もしくは非公式の方針、制度、条件、要件、資格および裁量的決定のすべてがこれに該当す
る
）（（
（
が、申立人は、異なった性、人種等に適用されるＰＣＰを分離させなければならないとされている。他人に適用されない裁量的な経営上の決定も「規定」に該当し、規定が、現実に他人に適用される必要はない
（
B
ritish A
irw
ays pic v 
Starm
er 〔
200（ 〕
IR
L
R
863E
A
T
）。
ここで問題となるのが、明確な基準とは言えない「望ましい資格」
（
desirable qualification ）
がＰＣＰを構成するか
という問題である。まず、 「望ましい資格」とは、当 資格が選抜過程において不可欠なものであるこ が求められるとされた
（
P
ereira v C
ivil Service C
om
m
ission 〔
（983 〕
IR
L
R
（66C
A
）
が、スコットランドＥＡＴは、 「要件もしくは条件」
との文言の決定にあたって、絶対的な基準
（
bar ）
を確定する必要がないというリベラルなアプローチを採用
し
）（（
（
、 「要
件」には「望ましい質」
（
desirable quality ）
を含むところ、監督者経験の有無は「要件」に該当する
（
F
alkirk C
ouncil v 
W
hyte 〔
（99（ 〕
IR
L
R
（60E
A
T
）
が、バリスターもしくはソリスターであることが要件とされる一方で、英語力が十分で
四六〇
あることは、単なる望ましい質
（
desirable quality ）
にすぎず、 「要件」に該当しないと判断されている。
次に、応募資格が一七歳から二八歳に限定されていた職種に三五歳の女性が応募したところ、採用を拒否された前
掲
P
rice v C
ivil Service C
om
m
ission
において、この世代の女性は出産・育児負担のために就労が困難であるから、
このような年齢要件は要件
（
a requirem
ent or condition ）
を構成し、女性に対する間接差別であると判断されている
が、 れに対しては、使用者が年齢を最優先要件としさえすれば、要件に該当しなくなってしまうとの指
摘
）（（
（
が存す
る。
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比較対象者
間接差別においては、二つのグループに対するＰＣＰの効果を比較して、 「保護される性質」を有するグループが
不利益を受けているか否かが判断される。
間接差別の申立人は、関連する「保護される性質」を保有する者が比較対象者であるが、直接差別の場合と同様
に両者の間に「実質的な差異があってはならない」
（ＥＡ一九条）
。たとえば「保護される性質」が性的指向であれば、
他の者が婚姻しており、ある者が同性婚であるという事実は、 「実質的な差異」には該当しない
（ＥＡ二三条三項）
。こ
の点に関し、ＨＬは、右のグループ
（
P
ool ）
は、有利もしくは不利益な利害を有する者から構成されなければならな
いと判断している
（
R
utherford v Secretary of State for T
rade and Industry 〔
2006 〕 IR
L
R
（（（H
L
）。
　
㈢
　
特定の不利益
ＰＣＰを適用した場合に、特定の不利益を与えるものでなければならない
（ＥＡ一九条二項ｂ号）
。不利益とは、合
理的な人であれば、申立したであろうものであるが、これは、プライバシーの観点が強く、信頼できる統計が入手
四六一
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にくい性的指向や宗教もしくは信念のような類型において、きわめて困難であるから、多くの裁判例は、詳細な統計よりも、専門家による証拠でよいとされている
）（（
（
。
間接差別において、 「特定の不利益」は、申立人の特定の障害を共有する者に影響しなければならないところ、と
りわけ障害差別の場合、同一の障害 あっても、その程度に差があるのが通例であるから、このような要件は、同一クラスの者としては容易に取り扱われないとの事実を見落としているのではないかとの批判
）（（
（
がある。
　
㈣
　
正当化事由
間接差別については、正当な事由があれば成立しない点で、直接差別とは区別されることになる。すなわち、当該
ＰＣＰが「適法な目的を達成するための比例的手段
（
proportionate m
eans ）」であることを使用者が証明できる場合で
ある
（ＥＡ一九条二項
Ð号）
が、不利益な効果が生じる限り、コスト削減のみを目的とすることは適法ではない
）（（
（
。
このほか、建設現場においてターバンを被るシーク教徒の例外が設けられている。すなわち、使用者がシーク教徒
に対し、建設現場で安全ヘルメット 着用 よう要求する場合、使用者は、シーク教徒が建設現場のすべての時間において、ターバンを着用させないことに相当と考える理由が存しない限り、当該要求は、間接差別として正当化され得ない
（ＥＡ一二条一項）
。また、そのような取扱いが他の理由に関連して差別的ではないと規定することにより、
安全ヘルメットの着用に関連して、シーク教徒に許容され 特別取扱いを非シーク教徒が申し立 ることができな（同条二項）
。
このほか、チョコレート製造工場の被用者は長髪やあご髭を禁止する規定がシーク教徒に対する間接差別を構成す
るとされた
P
anesar v N
estle &
 C
o L
td 〔
（980 〕
IR
L
R
6（C
A
では、このような措置が健康安全および衛生上の見地か
四六二
ら正当化されると判断されている。
次に、
E
nderby
事件
（
E
nderby v F
renchay H
ealth A
uthority 〔
（993 〕
IR
L
R
（9（E
C
J ）
においては、労働の価値が等しい上
級言語療法士
（
senior speech therapist ）
と、上級心理療法士
（
senior clinical psychologist ）
および薬剤師
（
pharm
acist ）
と
の間に約四〇％の賃金格差が存した事案であり、言語療法士については、初級、上級職とも大半が女性で占められていた に対し、後者 二つの職業については、上級職は男性により占められていた事案である。同事件において、使用者は賃金格差を正当化する理由として、別個の団体交渉により賃金額が決定さ ること、および男性の薬剤師に魅力的な賃金額 提供しないと、優秀な応募者を確保できなくなるという「市場力理論
（
theory of m
arket force ）」
が正当化事由に該当すると主張 て た。
ＥＡＴにおいて、
W
ood
判事は、不利益を被っているとは、女性であることを理由として賃金を支払われている場
合のみを指すのであり、ＥＰｑＡの目的は、男女間の平等賃金をもたらすことではなく、男女間の差別を禁止することにあるとしたうえ 、使用者は、女性労働者が賃金の高い臨床心理士や薬剤師 なれ いような制限を設定していなかったから、使用者 差別は認定できず、その正当化事 を証明する必要はないと判断した。
続いて、ＣＡは、同事件に関して、以下の三点につき、ＥＣＪの先行判決を求めた
（ 〔
（992 〕
IR
L
R
（（ ）。すなわち、
①ローマ条約一一九条における平等原則は、使用者に対し、言語療法士と薬剤師と 間の賃金格差につ て、客観的合理的な事由が存することを要求しているのか ②賃金が別個の団体交渉によって決定 こと 、賃金格差を正当化するか否か、③賃金格差が、市場力理論によって正当化されるか否かであ 。
これに対し、ＥＣＪは、以下のように判示した。
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第一に、同一価値を有する二つの職の間に明確な賃金格差が存在し、かつ、一方のグループのほとんどが女性で占
められているのに対し、他方がほとんど男性により占められている場合、使用者は、当該格差が性以外の理由に基づくものであることを証明 なければならない。第二に、賃金率が、差別的ではない団体交渉によって内部的に決定されているという事実をもって、賃金格差の正当化事由とすることは不十分であることであり 第三に、もし比例原則が適用され 必要がある すれば 特定の職への応募者不足があり、かつ応募者に魅力ある賃金を設定する必要があることが賃金格差 正当化事由となるかを判断することになるが、それは国内裁判所の任務であることというものであった
（本件は、女性労働者が圧倒的に少ない職において、性とは無関係なものであるとの口実として、団体交渉システムや市場
力が利用される可能性を示した典型的な 案であるとの指摘もなされている
）（（
（
）。
（三）第三の差別類型としての準直接差別
　
㈠
　
準直接差別の提案
イギリスにおいて、前述したように、直接差別と間接差別とは、相互的に排他的関係にあり、同時に両者を申し立
てることはできないと理解されてい 。こ に対して、直接差別および間接差別に並ぶ第三の類型として 「準直接差別」
（
quasi-direct discrim
ination ）
との概念が提唱されている
）（（
（
。
F
orshaw
らは、雇用差別を中心として訴訟担当してきた弁護士であるが、そこでの経験を通して、従来の裁判例
が間接差別の概念を分析することに十分成功していないこと、および と間接差別と 構成要素の差異を区別することに成功し いないことが、間接差別の議論を混乱させ 原因である 認識を出発点とし
四六四
F
orshaw
らは、間接差別をめぐる以下の四つの裁判例をあげて、上述のテーマを検討している。
①
　
使用者の労働部門から配転されるためには、高等教育を修了していなければならないとの要件
（前掲
G
riggs
事
件）
②
　
一〇％の賃上げを獲得するためには、週四〇時間以上勤務すること、すなわちフルタイム就労であることが要件とされた前掲
Jenkins
事件。
③
　
一九九六年雇用権法
（
E
m
ploym
ent R
ights A
ct
以下ＥＲＡ）
が保障する雇用保護権
（本件では、不公正解雇の権利）
を享受するためには、二年以上の雇用継続期間が要件とされた
Seym
our-Sm
ith
事件
（
R
 v. Secretary of State for 
E
m
ploym
ent,ex parte Seim
our-Sm
ith 〔
（999 〕
IR
L
R
2（3E
C
J, IR
L
R
363H
L
）。
④
　
より高額の賃金を得るためには、薬剤師
（
pharm
acist ）
であることが要求された
E
nderby
事件
以上の四つの判例は、いずれも間接差別の事案であるが、①から③のケースにおいては、すべて「勝者」と「敗者」
が存在している。すなわち、①から③の事例では、高等教育
（大学）
修了者
（①）
、フルタイムマー
（②）
、無期契約労
働者（③）が勝者であるのに対し、敗者は高等教育修了者でない者
（①）
、パートタイマー
（②）
、有期契約労働者
（③）
となろう。これに対し、④では、敗者は存在せず、あえていえば薬剤師の給与相当額が支給されないすべての被用者がこれに該当することにな
F
orshaw
の指摘によれば、間接差別における三つの構成要素は、①勝者グループおよび敗者グループを創設する
分離ルール
（
separate rule ）
が存在すること、②分離ルールが特定の不利益を特定の「保護された性質」を有する者に
与えていること、③分離要素がその必要性を考慮して正当化されれば、分離要素は間接差別として違法とはならない
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ことになる。そして、以上の四つの事案をみると、①〜③の事例は、それぞれ、①高等教育修了者とそうでない者、②無期契約労働者と有期契約労働者、③フルタイマーとパートタイマーと、二種の集団間の比較であるのに対し、④は薬剤師と心理療法士・言語療法士がそれぞれの対象とされているところ、①ないし③の事案とは異なり、④のケースで 、勝者 敗者が存在しないというものである。このため、
F
orshaw
らは、
E
nderby
判決は、直接差別と間接
差別の両方を含む、準直接差別 再定義されなけ ばならない 主張している。
F
orshaw
らは、他の二つの事件を挙げて、その理論を補強しようとしている。
第一が、六五歳以上の被用者に対する剰員整理手当
（
redundancy paym
ent ）
を受ける権利および不公正解雇
（
unfair 
dism
issal ）
を受けない権利を除外するＥＲＡ一〇九条および一五六条の規定は、高齢者に対する間接差別であると主
張された
Secretary of State for T
rade and Industry v R
utherford and B
entle （
N
o. 2 ）〔
2006 〕 IR
L
R
892H
L
において、
申立人は、男女の労働生活 実態は異なっており、とりわけ男性は、女性よりも、六五歳以上労働しているとの統計が存在すると主張した。
これに対し、貴族院の少数意見は、上記規定から生じる差別的効果はさほど大きいものではないと判断したのに対
し、多数意見は、 「分離ルール」が現実に存在しないことをあげている。すなわち、敗者グループは、六五歳を超えて雇用されており、従って雇用保護権を喪失している個人であり、他方で、勝者グループは 退職規定により影響されずに、事前に退職しており、同法の影響 受けずに、雇用保護権 剰員整理手当を受けることができる個人であるところ、六五歳以上の被用者から雇用保護権を除外するＥＲＡの規定は、六五歳以上のすべての被用 に適用されから、比較されるべき率が存在せず、このルールは、男性に適用されるの 同一の六五歳以上の女性 比率
四六六
れる
（
Som
erset C
ounty C
ouncil P
ike 〔
2009 〕
IR
L
R
8（0C
A
によれば、
R
utherford
事件の先例部分は、問題となっている有利性もし
くは不利性に利害を有しない者が要因に持ち込まれてならないというものである）
。
次に、
A
llen v. G
M
B 〔
2008 〕
IR
L
R
690C
A
がある。労働組合
（ＧＭＢ）
には、主に男性から構成されており、歴史的
に多額の賃金を得ていたことから、その賃金レベルが将来も保護されることを要求するグループ
（賃金保護グループ
pay protection group ）
と、主に女性から構成され、伝統的に低い賃金が支給されてきたため、遡って賃金レベルを回
復させることを要求するグループ
（賃金回復グループ
back pay group ）
とがあった。しかし、組合は前者グループの利
益を後者より優先すること 選択し ため、後者グループの女性 差別訴訟を提起した。ＥＴにおいて、分離ルールによれば、勝者グループになるためには、敗者グループであってはならないから、勝者・敗者グループを作り出す分離ルールが存在しないから、間接差別は成立しないと主張されていた。ＣＡにお て、不利益取扱いは証明されたが、それが性を理由とするものではないから、直接差別は成立しないとしたうえで、
F
orshaw
らによれば、両判決
は、直接差別と間接差別を混同しているものと批判され、
A
llen
事件、
C
haudhry
事件は、平等賃金ではなく、ＳＤ
Ａ一二条の性 の事案であるが、
E
nderby
事件と同様に、準直接差別の典型例であると主張されている。
そのうえで、
F
orshaw
らは、以下のように、性的指向を理由とする準直接差別を以下のように定義すべきと提言
している。「Ａは、 以下の各号に該当する場合、 Ｂを差別しているものとする
（
A
 person （
A
）
discrim
inate against another person （
B
）
if- ）ａ号
　「Ａが性的指向を理由として、不利益とならない状況において、ＢをＣより不利益に取り扱うこと」
（
A
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treats less favorably than C
, in circum
stances that do not am
ount to less favorable treatm
ent on grounds of sexual orientation ）
ｂ号
　
ＢおよびＣが相互に異なった個々のグループに属していること
（
B
 and C
 respectively are m
em
bers of different 
groupings of individuals; ）
⒜
　
各々のグループの構成員が同一の理由に基づき、ＢおよびＣが取り扱われたもしくは取り扱われたであろうよりも不利に取り扱われていること
（
T
he m
em
bers of those respective groupings are,have been or w
ould be sim
ilarly 
treated to B
 and C
 respectively on the sam
e grounds; ）
⒝
　
Ｃが所属するグループが他の性的指向を有するグループの一部が支配的である一方で、Ｂが所属するグループが特定の性的指向を有していること、かつ
（
the groupings to w
hich B
 belongs is predom
inantly m
ade 
up of individuals having a particular sexual orientation w
hereas the grouping to w
hich C
 belongs is part of grouping 
predom
inantly having another sexual orientation, and ）
⒞
　
適法な目的を達成するための比例的手段であ として、 ＡがＢに対する不利益取扱いを正当化 きないこと
（
A
 
cannot justify the less favourable treatm
ent of B
 as being proportionate m
eans of achieving a legitim
ate aim
. ）
ところで、準直接差別という概念は、 他の論者によって支持されているとは言い難い状況にある。それは、
F
orshaw
の指摘する間接差別の三要件、 とりわけ勝者と敗者が存在しなければならないとする第一要件の評価にかかってこよう。
この意味において イギリスにお ても直接差別と間接差別との関係が必ずしも整序されている訳ではないものと
指摘できよう。
四六八
五
　
おわりに
イギリスにおける雇用平等を考える際には、現在ではＥＡが最も重要であるが、一九五三年の欧州人権規約
（
C
onvention for E
uropean H
um
an R
ights ）
の存在を無視することはできない。同規約には、私的・家族的生活の尊重、
思想良心の自由、表現の自由等、市民的自由権を保障したものであるが、本来、公的機関
（
public authority ）
に適用
が限定されるにもかかわらず、同条約を解釈する裁判所や審判所も「公的機関」に該当するから、これらの機関が同条約についても、その趣旨に即して解釈しなければならないと て、私企業の事案においても間接適用されてきた。そして、同規約を国内法化した一九八八年人権法
（
H
um
an R
ight A
ct ）
において、これらの市民的自由と並んで、差別
禁止規定が設けられ おり
（附則第一第一四条）
、ＥＡと共働されることにより、人権と平等という新たなイギリス雇
用法の地平が開かれるものと期待される。
（
（）
R
ichard W
. P
ainter &
 A
nn H
olm
es, C
ase &
 M
aterials on E
m
ploym
ent L
aw
 9
th ed. （
20（2, O
xford U
niversity P
ress ）
p. 
（69.
（
2）
Sim
on D
eakin &
 G
illian S M
orris, L
abour L
ow
, 6
thed （
20（2, H
art ）
p. 60（.
（
3）差別禁止法による国家干渉を正当化する根拠として、個人主義、私的自治、尊厳、国家の中立性、民主的参加、再分配補償および手続的正義をあげるものとして、
D
avid C
abrelli, E
m
ploym
ent L
aw
 in the C
ontext （
20（（, O
xford U
niversity 
P
ress ）
p. 333 。
（
（）
Jam
es H
olland and Stuart B
urnet, E
m
ploym
ent L
aw （
20（（. O
xford U
niversity P
res ）
p. 99.
四六九
イギリス雇用関係における差別概念（山田）
（
（）
D
, C
abrelli, op. cit. p. 390.
（
6）もっとも、パートタイム労働者の大半が女性であることからパートタイマーに対する差別は間接性差別の事案として処理することも可能であろう（
D
eborah J L
ockton, E
m
ploym
ent L
aw
 9
thed （
20（（, P
algrare M
acm
illan ）
p. （（8 ） 。
（
（）
ID
S G
uide E
m
ploym
ent L
aw
 G
uide,T
he E
quality A
ct 20（0 pp. 2（
─
26.
（
8）禁止される行為として 他人の差別行為を助力する補助行為（
ancillary condct ）をあげるものとして
B
lackstone
’s 
E
m
ploym
ent L
aw
 P
ractice 20（（ （
O
xford U
niversity P
ress ）
pp. （（（
─
8.
（
9）
R
ichard B
eley, M
ichel Jefferson and M
alcolm
 Sargents, E
m
ploym
ent L
aw
 20（（
─
20（（ （
20（（, O
xford U
niversity P
res ）
p.
（
（0）
Jam
es H
olland and Stuart B
urnett, op. cit. p. （00.
（
（（）
ID
S G
uide, op. cit. pp. （
─
2.
（
（2）イスラエルの「帰還法」 （
T
he L
aw
 of R
eturn ）改訂版第二〇号（ユダヤ暦五七三〇年、西暦一九七〇年）によれば、ユダ
ヤ人とは、ユダヤ人である母から生まれた者およびユダヤ教に改宗し、他の宗教の成員でない者と定義されている（四条八項） 。
（
（3）
R
ichard W
. P
ainter &
 A
nn E
. M
. H
olm
es, op. cit. p. （（6.
（
（（）
M
, R
ubenstein, ’H
ilights ’〔
20（0 〕
IR
L
R
9（.
（
（（）
T
U
C
, ’Y
our R
ights at W
ork
’ （
th ed. （
20（3 ）
p. （（（.
（
（6）イギリスにおける年齢差別については、
V
icers, L
, and M
anfredi,A
ge E
quality and R
etirem
ent; Squaringthe C
ircle, IL
J, 
vol. （2 （
20（3 ）
p. 6（ 。
（
（（）
A
stra E
m
in, Selw
yn
’s L
aw
 of E
m
ploym
ent （（
thed （
20（（, O
xford U
niversity P
res ）
p. （39
─
（0.
（
（8）ＥＡは、雇用関係に限定されずに適用されるものであるから、障害の定義が広くなっているが、雇用関係においては、もっぱら労務提供が長期にわたり困難であることが要件とされ べきであろう。
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